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　本叢書作成の基になった共同研究「アジア地域の災害軽減化と防災・減災ネットワーク構築に関
する研究」では、さまざまなアジアの国々で自然災害の現地調査を行った。その一端については、
第 1 章「現地調査からの報告」において紹介した。また、テーマを設定してワークショップやシン
ポジウムなども実施してきた。その一環として、2019 年に中国広州大学と神奈川大学共催のワー
クショップ「都市防災およびレジリエンスに関するワークショップ」を広州大学で開催した。ここ
では、付録としてその概要と成果を報告する。

1．はじめに

　アジア諸国では大規模な自然災害が多く発生し、防災・減災の重要性が高まっている。最近で
は、 2004 年インドネシアの巨大地震津波災害、2018 年フィリピンの台風・洪水災害、2020 年ルソ
ン島タール火山噴火災害や 2019 年オーストラリアの森林火災による大規模な災害など毎年のよう
に大きな災害が継続して発生している。その一端は、地球温暖化による気候変動が関与していると
いわれている。
　本共同研究では、これらの自然災害を中心に被災規模、社会的影響に関する調査を行ってきた成
果に基づいて、アジア地域における災害の軽減化に向けて、現地調査を行うとともに災害研究を行
っている研究者、防災対策機関の研究者などとの連携を図り、防災・減災ネットワークを構築して
情報交換・意見交換を行って課題の抽出と整理を実施することを目的とする。
　また、国内および国外においてアジア地域の災害関連の調査・研究の報告書等の収集・整理と情
報共有のための研究集会を開催して、被災状況の把握と防災・減災に関わる意見交換のための会合
を開催するとともに、研究期間内にはアジア地域の防災・減災に関するネットワーク構築を図るた
めのワークショップを予定している。2023 年度は、中国広州大学と神奈川大学共催で「都市防災
およびレジリエンスに関するワークショップ」（中国広州市）を開催し、ネットワーク構築のため
の交流を実施した。

2．広州大学と神奈川大学共催によるワークショップ

～都市防災およびレジリエンスに関するワークショップ～
　近年、災害の発生を防ぐことを目的とした「防災」よりも被害を最小化することを目的とする

「減災」が重要視されており、被害が発生しても早期に復旧する能力を表すキーワードとして「レ
ジリエンス（回復力、復元力）」が注目されている。構造物の耐震レジリエンスは、地震災害が発
生しても、建物が一定の機能を維持し、回復できる能力として定義されており、従来の防災課題の
ように災害の損失に着目するだけではなく、災害が発生する前に建物を適切に補強することで損傷
確率を減らし、災害が発生した際にできるだけ短い時間で回復することを目標としている。このよ
うな背景に都市防災およびレジリエンスといったテーマを中心に多角的な議論・検証をするため
に、広州大学と神奈川大学が共催で、都市防災およびレジリエンスに関するワークショップ（2019 
Guangzhou University-Kanagawa University Joint Workshop on City Resilience and Disaster Pre-
vention）が令和元年 11 月 1 日から 3 日まで広州大学で開催された。
　ワークショップチェアは広州大学の士木建築学院院長の程烹教授と神奈川大学工学部趙衍剛が担
当し、都市防災およびレジリエンスを研究テーマとする研究者が 60 人ほど出席している。冒頭に
広州大学の副学長周雲教授から開催の挨拶があり、神奈川大学側からは岩田衛名誉教授、荏本孝久
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写真付.1　ワークショップ参加者の集合写真 写真付.2　ワークショップの会場の風景

写真付.3　プレゼンテーションの様子 写真付.4　神奈川大学の紹介

写真付.5　研究発表（情報交換）の様子 写真付.6　研究発表（情報交換）の様子

写真付.7　ワークショップのプログラム
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教授、趙衍剛教授、藤田正則教授および白井裕樹助教の 5 人、広州大学側からは Prof. Ping Tan, 
Prof. Airong Lm, Prof. Hai Liu, Prof. Cho Zhang, Prof. Yang Wu, Prof. Zhigang Wu の 6 人が招聘
講演を行い、レジリエンス評価、構造耐震・制振技術、構造部材の塑性挙動、地盤震動、サイスミ
ック・マイクロゾーニング都市防災技術について活発な議論が行われた。ワークショップの状況は
写真 付.1 から写真 付.6 に示している。また、ワークショップのプログラムについては、写真 付.7
に示している。

3．情報交換および交流の意義

　日本も中国も世界有数の自然災害の多い国であり都市防災およびレジリエンスに関する研究が進
んでいる。特に日本は地震・台風・火山噴火などによる自然災害の多発国であり、ハードとソフト
の防災・減災に関する研究と技術は進んでいる。一方で、急速な経済成長の著しい中国では大都市
の急成長などにより、研究や技術開発が進展しており、特に若い研究者や大学院・学部の学生は研
究意欲にあふれており、研究成果の発表や知識の吸収意欲は称賛に値する。広州大学では、巨大な
最新鋭の振動試験装置の設置を進めており、耐震・制振・免震技術の研究開発が精力的に進められ
ている。ワークショップ期間中には、その設置の見学も行われ、大変興味深かった。
　今後もアジア地域、またオセアニア地域を含むアジア・オセアニア地域では、自然災害が数多く
発生することが予想される。そのため、自然災害に対する防災・減災対策には、国際的な共同研究
と情報交換が必要不可欠である。
　今回開催されたような都市防災およびレジリエンスに関する学術交流は、研究成果の発信および
研究レベルの向上に大変意義が大きいと思われ、これからも定期的に行う必要があるし、同時にア
ジア・オセアニア地域の災害軽減化と防災・減災ネットワーク構築に関する取り組みを進める必要
がある。

写真付.8　ワークショップ会場となった広州大学風景 写真付.9　大都市広州市の風景

4．まとめ

　アジア研究センター共同研究「アジア地域の災害軽減化と防災・減災ネットワーク構築に関する
研究」では、2019 年度の 11 月に開催された広州大学と神奈川大学共催「都市防災およびレジリエ
ンスに関するワークショップ」（中国広州市）において研究発表と情報交流を行った。
　中国においても自然災害は多発していて、現在自然災害に対する防災・減災研究は大変活発に行
われている現状が認識できた。防災・減災対策は、ハードな対策だけではなくソフトな防災対策も
極めて重要で、一般的には大都市域においては先進的に進められている一方で都市化の進展が進ん
でいない地域においては十分な対策が進んでいないという傾向があり、国際的にもアジアの多くの
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国々で同様な事情が認められる。アジア地域においては、その傾向が大きいものと考えられるた
め、今後国際的な情報交換とネットワーク構築の意義は大きいものと考えられる。




